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中期経営計画（平成１７年７月期～平成１９年７月期）について 
 

当社は、平成１７年７月期を初年度とする中期経営計画『新生第一次中期経営計画』を策定しまし

たので、その概要を下記の通り、お知らせいたします。 
 

記 
 
１．中期経営計画の位置づけ 
   当社は、おかげさまで昨年 12 月にＪＡＳＤＡＱ市場に上場を果たすことができました。上場企

業として新しく生まれ変わり、未来に向けて新たにスタートを切るという意味から、『新生第一次

中期経営計画』とし、上場企業としての社会的責務を果たしながら、永続的な安定成長を持続し

ていくために、「新生ゼネラルパッカー㈱の社会的基盤固めの時期」と位置づけております。 

 

２．企業ビジョン 

■ 企業ビジョン 

『社会・株主・顧客・取引先・従業員の全てに対し、誠実で透明性の高い経営を実践し、信頼

され、支援される企業』の実現を目指してまいります。 
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社会 ■ 基本方針 
    企業ビジョンの実現に向け、社会・株主・顧客・取引 
先・従業員の５つの利害関係者に対して、バランスの取 

れた経営を行っていくことを基本方針とした「新ペンタ 

ゴン経営の実践」に努めてまいります。 

 
新ペンタゴン経営の実践 
・社会 

     倫理・道徳や法令を遵守する企業であるとともに、地域社会

役割を認識し、企業市民としての社会的責任を果たしていきます

・株主 
     適時・適正な情報開示や積極的なＩＲ活動により、株主・投

業（株主）価値の最大化を目指していきます。 
・顧客 

     顧客視点で起動し付加価値の高い『商品』で応えます。顧客

化の発展にも寄与していきます。 
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・取引先 
   品質、価格（コスト）面など、切磋琢磨の関係を通じ信頼関係を築きながら、相互に向上

し、共存共栄していきます。 
 ・従業員 
     経営理念を具体的な行動で実現でき、信頼され共感される「人づくり」を目指します。 
     能力・実績が納得感ある評価・処遇に結びつき、物心両面からやりがいを感ずる体制作り    

を目指します。 
 
３．中期経営ビジョン 
（１） ドライ物向けのロータリー式自動包装機ナンバーワン企業 
（２） 知的労働特化型企業 
（３） 包装システムの市場創造型トータルプランナー 

 

４．中期経営目標 

（１） 目標とする経営指標 

① 売上高経常利益率 １０％以上 

② ROA（総資本経常利益率） １０％以上 

③ ROE（株主資本当期純利益率） １０％以上 

④ 利益生産性 ４百万円以上（＝全従業員一人当たり経常利益） 

（２） 経営目標 

       平成１６年 7月期 
実績 

平成１９年 7月期 
目標 

売上高 ３,９８３百万円 ５,０００百万円
経常利益 ４１２百万円 ５００百万円

当期純利益 ２４９百万円

 

２９５百万円

 

５．中期経営戦略 

（１） 基本戦略 

これまで取り組んできた「ドライ分野における包装システムのオンリーワン企業を目指す    

ためのペンタゴン経営」をさらに強力に推進します。 

    注）ペンタゴン経営とは、経営管理機能の強化を目的とし、開発・生産・営業・財務・管理

の５機能をバランスの取れた５角形にする経営で、内部的な基本方針としています。 

① 差別化集中戦略（高機能を求めるトップ企業に、高い機能を持った製品を提供）を強化し、
ドライ分野のオンリーワン企業を目指す 

② 独創的で差別化した新機種を開発し、高収益機種のラインナップを図る 

③ 安全でクレームの発生しない高品質の包装システムを販売するとともに、献身的なサービス
の提供を図る 

④ 社会的責任を果たすため、コンプライアンス・リスクマネジメント体制の強化を図る 

⑤ 少数精鋭主義を実践し、成長スピードを高めるための人材確保、人材育成の強化を図る 

⑥ 各利害関係者の満足度向上、共存共栄のための行動を実践する 
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 （２）主な経営施策 

   ①販売戦略 

・ 営業部組織の再編により、東京営業部・本社営業部・システム営業部の三部制として機動

性の強化 

・ 首都圏を中心とした東京営業部の営業体制の強化（組織体制と戦力の強化） 

・ 展示スペース併設の新社屋活用によるシステム営業力の強化 

・ 健康食品関連、医療機器関連、ペットフード関連等への継続拡販 

・ 海外市場に進出した日本企業への国内サポート及び輸出ルートの拡大、海外展示会への参

加 

   ②開発戦略 

・ 開発体制の強化（増員と技術・開発両部の連携強化） 

・ 新機種開発のスピードアップ 

・ 標準化によるコストダウンの推進 

・ 高品質、環境変化への積極的対応 

・ 営業部への技術支援の強化 

   ③生産戦略 

・ コストダウン体制の強化（部品全点見直し、仕入先の選別、外注先の活用拡大等）による

粗利益率の向上 

・ 品質管理体制の強化 

・ 生産能力の向上と短納期対応力の強化 

・ ５Ｓの徹底 

・ 組織再編による作業効率化 

   ④マネジメント戦略 

・ 新人事制度の確立（社員の活力向上、少数精鋭主義の人材育成等） 

・ 財務体質の強化と効率経営の推進 

・ リスクマネジメント、コンプライアンス体制の確立 

・ 企業イメージの向上（ＩＲの推進と早期開示体制の確立） 

⑤ 配当政策 

   株主の皆様への積極的な利益還元を図ることを基本方針として、安定配当を堅持しつつ、

業績動向を見ながら段階的に配当金を増加させ、中期目標としては配当性向３０％を目標

に業績連動型への移行を図ってまいります。 

 
以上 


